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投信

【届出の対象とした募集（売出）内国投資

信託受益証券の金額】

継続募集額(平成28年10月28日から平成29年10月31日まで)
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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

　平成28年10月27日付をもって提出した有価証券届出書（以下「原届出書」といいます。）について、約款の

変更による販売基準価額、追加信託金および信託財産留保額の訂正事項がありますので、これを訂正するため

本訂正届出書を提出するものです。

２【訂正の内容】

　原届出書の訂正事項につきましては、＜訂正前＞および＜訂正後＞に記載している下線部　は訂正部分を示

し、＜更新後＞の記載事項は原届出書の更新後の内容を示します。
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第一部【証券情報】

（４）発行（売出）価格

＜訂正前＞

　取得申込日の翌営業日の基準価額
※
に100.30％の率を乗じて得た価額(「販売基準価額」といいます。)と

します。

　なお、取得申込日の午後3時までに委託者に追加設定の連絡をして受理されたものを当日の申込みとしま

す。

※「基準価額」とは、純資産総額を計算日における受益権口数で除した額をいいます。なお、ファンドにおいて

は1口当りの価額で表示されます。

　ファンドの基準価額については下記の照会先までお問い合わせ下さい。

野村アセットマネジメント株式会社

サポートダイヤル　0120-753104 (フリーダイヤル)

　　＜受付時間＞　営業日の午前9時～午後5時

インターネットホームページ　http://www.nomura-am.co.jp/

 

＜訂正後＞

　取得申込日の翌営業日の基準価額
※
に100.15％の率を乗じて得た価額(「販売基準価額」といいます。)と

します。

　なお、取得申込日の午後3時までに委託者に追加設定の連絡をして受理されたものを当日の申込みとしま

す。

※「基準価額」とは、純資産総額を計算日における受益権口数で除した額をいいます。なお、ファンドにおいて

は1口当りの価額で表示されます。

　ファンドの基準価額については下記の照会先までお問い合わせ下さい。

野村アセットマネジメント株式会社

サポートダイヤル　0120-753104 (フリーダイヤル)

　　＜受付時間＞　営業日の午前9時～午後5時

インターネットホームページ　http://www.nomura-am.co.jp/

 

（５）申込手数料

＜訂正前＞

　販売基準価額(取得申込日の翌営業日の基準価額に100.3％の率を乗じて得た価額)に、販売会社が独自に

定める率を乗じて得た額
※
とします。

※詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

 

＜訂正後＞

　販売基準価額(取得申込日の翌営業日の基準価額に100.15％の率を乗じて得た価額)に、販売会社が独自に
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定める率を乗じて得た額
※
とします。

※詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

 

EDINET提出書類

野村アセットマネジメント株式会社(E12460)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 4/13



第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

４手数料等及び税金

（１）申込手数料

＜更新後＞

　販売基準価額(取得申込日の翌営業日の基準価額に100.15％の率を乗じて得た価額)に、販売会社が独自に

定める率を乗じて得た額
※
とします。

※詳しくは販売会社にお問い合わせ下さい。なお、販売会社については、「サポートダイヤル」までお問い合わせ

下さい。

 

　購入時手数料は、ファンドの購入に関する事務手続き等の対価として、購入時に頂戴するものです。

 

（４）その他の手数料等

＜更新後＞

①ファンドに関する租税、信託事務の処理に要する諸費用および受託者の立替えた立替金の利息は、受益者

の負担とし、信託財産から支払われます。なお、受益権の上場に係る費用および対象株価指数についての

商標(これに類する商標を含みます。)の使用料(これに類するものを含みます。以下「商標使用料等」と

いいます。)ならびに当該上場に係る費用および当該商標使用料等に係る消費税等に相当する金額は、受

益者の負担とし、信託財産中から支弁することができます。

※平成28年10月27日現在、受益者の負担する商標使用料等は以下の通りです。

・純資産総額に対し、年率0.06％以下。

ただし、1年当たり最低6万米ドル相当額を最低金額とする。（１年当たり年率ベースの金額が

最低金額を下回る場合は、当該期間の商標使用料等は、当該最低金額とする。）

※平成28年10月27日現在、受益権の上場に係る費用は以下の通りです。

・追加上場料：追加上場時の増加額(毎年末の純資産総額について、新規上場時および新規上場し

た年から前年までの各年末の純資産総額のうち最大のものからの増加額)に対して、0.0081％

(税抜0.0075％)。

・年間上場料：毎年末の純資産総額に対して、最大0.0081％(税抜0.0075％)。

②ファンドにおいて一部解約に伴う支払資金の手当て等を目的として資金借入れの指図を行なった場合、当

該借入金の利息は信託財産から支払われます。

③ファンドに関する組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料、売買委託手数料に係る消費税等に

相当する金額、先物取引・オプション取引等に要する費用、外貨建資産の保管等に要する費用は信託財産

から支払われます。

④監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用および当該監査費用に係る消費税等に相当する金額は、毎

計算期間の最初の6ヶ月終了日および毎計算期末または信託終了のときに信託財産から支払われます。

⑤販売基準価額は、取得申込日の翌営業日の基準価額に100.15%の率を乗じた価額となります。したがっ
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て、購入時には、基準価額に0.15%の率を乗じて得た額を１口あたりに換算して、購入する口数に応じて

ご負担いただきます。

⑥ファンドにおいて一部解約の実行に伴い、信託財産留保額
※
をご負担いただきます。信託財産留保額は、

基準価額に0.15％の率を乗じて得た額を1口当たりに換算して、換金する口数に応じてご負担いただきま

す。

※「信託財産留保額」とは、償還時まで投資を続ける投資家との公平性の確保やファンド残高の安定的な推移を図

るため、クローズド期間の有無に関係なく、信託期間満了前の解約に対し解約者から徴収する一定の金額をい

い、信託財産に繰り入れられます。

＊これらの費用等の中には、運用状況等により変動するものがあり、事前に料率、上限額等を表示すること

ができないものがあります。

 

第２【管理及び運営】

１申込（販売）手続等

＜訂正前＞

　申込期間中の各営業日に、有価証券届出書の「第一部　証券情報」にしたがって受益権の募集が行なわれま

す。

　取得申込みの受付けについては、取得申込日の午後3時までに委託者に追加設定の連絡をして受理されたもの

を当日の申込みとします。

　なお、委託者は、次の期日または期間(以下「申込不可日」という場合があります。)における受益権の取得

申込みについては、原則として、当該取得申込みの受付けを停止します。ただし、委託者は、申込不可日にお

ける受益権の取得申込みであっても、信託財産の状況、資金動向、市況動向等を鑑み、信託財産に及ぼす影響

が軽微である等と判断される申込不可日(第4号に掲げるものを除きます。)における受益権の取得申込みについ

ては、当該取得申込みの受付けを行なうことができます。

1.取得申込日当日または翌営業日が、別に定める海外の休日
※
と同日付となる場合の当該申込日

2.連続する「日本の営業日でない日」の期間中に「別に定める海外の休日
※
でない日」が2日以上ある

場合において、取得申込日当日が当該期間の前々営業日または前営業日となる場合の当該申込日

3.取得申込日当日が、計算期間終了日の5営業日前から起算して4営業日以内（ただし、計算期間終了

日が休日（営業日でない日をいいます。）の場合は、計算期間終了日の6営業日前から起算して5営

業日以内）

4.上記1～3のほか、委託者が、運用の基本方針に沿った運用に支障をきたすおそれのあるやむを得な

い事情が生じたものと認めたとき

 

※次の条件のいずれかに該当する日をいいます。

・ニューヨーク証券取引所の休場日

・ナスダック証券取引所の休場日

 

　ファンドの申込(販売)手続についてご不明な点がある場合には、下記の照会先までお問い合わせ下さい。

野村アセットマネジメント株式会社

サポートダイヤル　0120-753104 (フリーダイヤル)

　　＜受付時間＞　営業日の午前9時～午後5時

EDINET提出書類

野村アセットマネジメント株式会社(E12460)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 6/13



インターネットホームページ　http://www.nomura-am.co.jp/

　販売の単位は1万口以上1万口単位とします。

　受益権の販売価額は、取得申込日の翌営業日(取得申込受付日)の基準価額に100.30％の率を乗じて得た価額

(「販売基準価額」といいます。)とします。

　取得申込日において当日申込み分の取得申込金額と一部解約申込金額との差額が当日の信託財産の純資産総

額を超えることとなる場合、金融商品取引所等における取引の停止(個別銘柄の売買停止等を含みます。)、外

国為替取引の停止、決済機能の停止その他やむを得ない事情があるときは、信託約款の規定に従い、委託者の

判断でファンドの受益権の取得申込みの受付けを中止すること、および既に受付けた取得申込みの受付けを取

り消すことがあります。

＜申込手数料＞

　販売基準価額(取得申込日の翌営業日の基準価額に100.3％の率を乗じて得た価額)に、販売会社が独自に

定める率を乗じて得た額
※
とします。

※詳しくは販売会社にお問い合わせ下さい。なお、販売会社については、「サポートダイヤル」までお問い合わせ

下さい。

※取得申込者は販売会社に、取得申込と同時にまたは予め当該取得申込者が受益権の振替を行うための振替機

関等の口座を申し出るものとし、当該口座に当該取得申込者に係る口数の増加の記載または記録が行なわれ

ます。なお、販売会社は、当該取得申込の代金(販売基準価額に当該取得申込の口数を乗じて得た額に申込手

数料および当該申込手数料に係る消費税等に相当する金額を加算した額)の支払いと引き換えに、当該口座に

当該取得申込者に係る口数の増加の記載または記録を行なうことができます。受託者は、追加信託金を受入

れた場合には、振替機関に対し追加信託が行われた旨を通知するものとします。委託者は、追加信託により

分割された受益権について、振替機関等の振替口座簿への新たな記載または記録をするため社振法に定める

事項の振替機関への通知を行なうものとします。振替機関等は、委託者から振替機関への通知があった場

合、社振法の規定にしたがい、その備える振替口座簿への新たな記載または記録を行ないます。

 

 

＜訂正後＞

　申込期間中の各営業日に、有価証券届出書の「第一部　証券情報」にしたがって受益権の募集が行なわれま

す。

　取得申込みの受付けについては、取得申込日の午後3時までに委託者に追加設定の連絡をして受理されたもの

を当日の申込みとします。

　なお、委託者は、次の期日または期間(以下「申込不可日」という場合があります。)における受益権の取得

申込みについては、原則として、当該取得申込みの受付けを停止します。ただし、委託者は、申込不可日にお

ける受益権の取得申込みであっても、信託財産の状況、資金動向、市況動向等を鑑み、信託財産に及ぼす影響

が軽微である等と判断される申込不可日(第4号に掲げるものを除きます。)における受益権の取得申込みについ

ては、当該取得申込みの受付けを行なうことができます。

1.取得申込日当日または翌営業日が、別に定める海外の休日
※
と同日付となる場合の当該申込日

2.連続する「日本の営業日でない日」の期間中に「別に定める海外の休日
※
でない日」が2日以上ある

場合において、取得申込日当日が当該期間の前々営業日または前営業日となる場合の当該申込日

3.取得申込日当日が、計算期間終了日の5営業日前から起算して4営業日以内（ただし、計算期間終了

日が休日（営業日でない日をいいます。）の場合は、計算期間終了日の6営業日前から起算して5営

業日以内）
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4.上記1～3のほか、委託者が、運用の基本方針に沿った運用に支障をきたすおそれのあるやむを得な

い事情が生じたものと認めたとき

 

※次の条件のいずれかに該当する日をいいます。

・ニューヨーク証券取引所の休場日

・ナスダック証券取引所の休場日

 

　ファンドの申込(販売)手続についてご不明な点がある場合には、下記の照会先までお問い合わせ下さい。

野村アセットマネジメント株式会社

サポートダイヤル　0120-753104 (フリーダイヤル)

　　＜受付時間＞　営業日の午前9時～午後5時

インターネットホームページ　http://www.nomura-am.co.jp/

　販売の単位は1万口以上1万口単位とします。

　受益権の販売価額は、取得申込日の翌営業日(取得申込受付日)の基準価額に100.15％の率を乗じて得た価額

(「販売基準価額」といいます。)とします。

　取得申込日において当日申込み分の取得申込金額と一部解約申込金額との差額が当日の信託財産の純資産総

額を超えることとなる場合、金融商品取引所等における取引の停止(個別銘柄の売買停止等を含みます。)、外

国為替取引の停止、決済機能の停止その他やむを得ない事情があるときは、信託約款の規定に従い、委託者の

判断でファンドの受益権の取得申込みの受付けを中止すること、および既に受付けた取得申込みの受付けを取

り消すことがあります。

＜申込手数料＞

　販売基準価額(取得申込日の翌営業日の基準価額に100.15％の率を乗じて得た価額)に、販売会社が独自に

定める率を乗じて得た額
※
とします。

※詳しくは販売会社にお問い合わせ下さい。なお、販売会社については、「サポートダイヤル」までお問い合わせ

下さい。

※取得申込者は販売会社に、取得申込と同時にまたは予め当該取得申込者が受益権の振替を行うための振替機

関等の口座を申し出るものとし、当該口座に当該取得申込者に係る口数の増加の記載または記録が行なわれ

ます。なお、販売会社は、当該取得申込の代金(販売基準価額に当該取得申込の口数を乗じて得た額に申込手

数料および当該申込手数料に係る消費税等に相当する金額を加算した額)の支払いと引き換えに、当該口座に

当該取得申込者に係る口数の増加の記載または記録を行なうことができます。受託者は、追加信託金を受入

れた場合には、振替機関に対し追加信託が行われた旨を通知するものとします。委託者は、追加信託により

分割された受益権について、振替機関等の振替口座簿への新たな記載または記録をするため社振法に定める

事項の振替機関への通知を行なうものとします。振替機関等は、委託者から振替機関への通知があった場

合、社振法の規定にしたがい、その備える振替口座簿への新たな記載または記録を行ないます。

 

 

２換金（解約）手続等

＜訂正前＞

(a)信託の一部解約(解約請求制)

　受益者は、自己に帰属する受益権につき、委託者に対し、一定口数
※
の受益権をもって一部解約の実行を

請求することができます。なお、一部解約の実行の請求日の午後3時までに委託者に解約の連絡をして受理
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されたものを、一部解約の申込みとして取扱います。

※1万口以上1万口単位

　受益者が一部解約の実行の請求をするときは、販売会社に対し、振替受益権をもって行なうものとしま

す。

　委託者は、次の各号の期日または期間における受益権の一部解約の実行の請求については、原則として、

当該請求の受付けを停止します。ただし、委託者は、次に該当する期日および期間における受益権の一部解

約の実行の請求であっても、信託財産の状況、資金動向、市況動向等を鑑み、信託財産に及ぼす影響が軽微

である等と判断される期日および期間(第5号に掲げるものを除きます。)における受益権の一部解約の実行

の請求については、当該請求の受付けを行なうことができます。

1.一部解約の実行の請求日当日が、別に定める海外の休日
※
と同日付となる場合の当該申込日

2.連続する「日本の営業日でない日」の期間中に「別に定める海外の休日
※
でない日」が2日以上ある

場合において、一部解約の実行の請求日当日が当該期間の前営業日となる場合の当該請求日

3.一部解約の実行の請求日当日が、計算期間終了日の5営業日前から起算して4営業日以内（ただし、

計算期間終了日が休日（営業日でない日をいいます。）の場合は、計算期間終了日の6営業日前か

ら起算して5営業日以内）

4.一部解約の実行の請求日当日が、決算日から起算して最大40日以内

5.上記1～4のほか、委託者が、運用の基本方針に沿った運用に支障をきたすおそれのあるやむを得な

い事情が生じたものと認めたとき

 

※次の条件のいずれかに該当する日をいいます。

・ニューヨーク証券取引所の休場日

・ナスダック証券取引所の休場日

 

　換金価額は、換金のお申込み日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を差し引いた価額となります。

　信託財産留保額は、基準価額に0.3%の率を乗じて得た額を1口当たりに換算して、換金する口数に応じて

ご負担いただきます。

　販売会社は、受益者が一部解約の実行の請求をするときは、当該受益者から、販売会社が独自に定める手

数料および当該手数料に係る消費税等に相当する金額を徴することができます。

　なお、信託財産の資金管理を円滑に行なうため、大口解約には制限を設ける場合があります。

　解約代金は、原則として一部解約の実行の請求日から起算して6営業日目から販売会社において支払いま

す。

　金融商品取引所等における取引の停止(個別銘柄の売買停止等を含みます。)、外国為替取引の停止、決済

機能の停止その他やむを得ない事情があるときは、一部解約の実行の請求の受付けを中止することおよび既

に受付けた一部解約の実行の請求の受け付けを取り消すことがあります。

　また、一部解約の実行の請求の受付けが中止された場合には、受益者は当該受付け中止以前に行なった当

日の一部解約の実行の請求を撤回できます。ただし、受益者がその一部解約の実行の請求を撤回しない場合

には、当該受付け中止を解除した後の最初の基準価額の計算日に一部解約の実行の請求を受付けたものとし

ます。

※販売会社は、振替機関の定める方法により、振替受益権の抹消に係る手続きを行なうものとします。振替

機関は、当該手続きが行なわれた後に、当該一部解約に係る受益権の口数と同口数の振替受益権を抹消す

るものとし、社振法の規定にしたがい振替機関等の口座に一部解約の実行の請求を行なった受益者に係る

当該口数の減少の記載または記録が行なわれます。

EDINET提出書類

野村アセットマネジメント株式会社(E12460)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 9/13



(b)受益権と信託財産に属する有価証券との交換

　受益者は、信託期間中に、自己に帰属する受益権につき、当該受益権と当該受益権の信託財産に対する持

分に相当する有価証券との交換を請求することができません。

(c)受益権の買取り(買取請求制)

　販売会社は、受益権を上場したすべての金融商品取引所において上場廃止になった場合で、信託終了日の

3営業日前までに受益者の請求があるときは、その受益権を買取ります。

　受益権の買取価額は、買取申込みを受付けた日の翌営業日の基準価額とします。

　販売会社は、受益権の買取りを行なうときは、基準価額に販売会社が独自に定める率を乗じて得た手数料

および当該手数料に係る消費税等に相当する金額を徴することができるものとします。

　販売会社は、金融商品取引所等における取引の停止(個別銘柄の売買停止等を含みます。)、外国為替取引

の停止、決済機能の停止その他やむを得ない事情があるときは、委託者と協議のうえ、受益権の買取りを中

止すること、および既に受付けた受益権の買取りを取り消すことがあります。

　また、受益権の買取りが停止された場合には、受益者は買取り停止以前に行なった当日の買取り請求を撤

回できます。ただし、受益者がその買取り請求を撤回しない場合には、当該受益権の買取価額は、買取り中

止を解除した後の最初の基準価額の計算日に買取申込みを受け付けたものとして、当該日の基準価額としま

す。

　上記(a)、(b)及び(c)の詳細については下記の照会先までお問い合わせ下さい。

野村アセットマネジメント株式会社

サポートダイヤル　0120-753104 (フリーダイヤル)

　　＜受付時間＞　営業日の午前9時～午後5時

インターネットホームページ　http://www.nomura-am.co.jp/

 

 

＜訂正後＞

(a)信託の一部解約(解約請求制)

　受益者は、自己に帰属する受益権につき、委託者に対し、一定口数
※
の受益権をもって一部解約の実行を

請求することができます。なお、一部解約の実行の請求日の午後3時までに委託者に解約の連絡をして受理

されたものを、一部解約の申込みとして取扱います。

※1万口以上1万口単位

　受益者が一部解約の実行の請求をするときは、販売会社に対し、振替受益権をもって行なうものとしま

す。

　委託者は、次の各号の期日または期間における受益権の一部解約の実行の請求については、原則として、

当該請求の受付けを停止します。ただし、委託者は、次に該当する期日および期間における受益権の一部解

約の実行の請求であっても、信託財産の状況、資金動向、市況動向等を鑑み、信託財産に及ぼす影響が軽微

である等と判断される期日および期間(第5号に掲げるものを除きます。)における受益権の一部解約の実行

の請求については、当該請求の受付けを行なうことができます。

1.一部解約の実行の請求日当日が、別に定める海外の休日
※
と同日付となる場合の当該申込日

2.連続する「日本の営業日でない日」の期間中に「別に定める海外の休日
※
でない日」が2日以上ある

場合において、一部解約の実行の請求日当日が当該期間の前営業日となる場合の当該請求日

3.一部解約の実行の請求日当日が、計算期間終了日の5営業日前から起算して4営業日以内（ただし、
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計算期間終了日が休日（営業日でない日をいいます。）の場合は、計算期間終了日の6営業日前か

ら起算して5営業日以内）

4.一部解約の実行の請求日当日が、決算日から起算して最大40日以内

5.上記1～4のほか、委託者が、運用の基本方針に沿った運用に支障をきたすおそれのあるやむを得な

い事情が生じたものと認めたとき

 

※次の条件のいずれかに該当する日をいいます。

・ニューヨーク証券取引所の休場日

・ナスダック証券取引所の休場日

 

　換金価額は、換金のお申込み日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を差し引いた価額となります。

　信託財産留保額は、基準価額に0.15%の率を乗じて得た額を1口当たりに換算して、換金する口数に応じて

ご負担いただきます。

　販売会社は、受益者が一部解約の実行の請求をするときは、当該受益者から、販売会社が独自に定める手

数料および当該手数料に係る消費税等に相当する金額を徴することができます。

　なお、信託財産の資金管理を円滑に行なうため、大口解約には制限を設ける場合があります。

　解約代金は、原則として一部解約の実行の請求日から起算して6営業日目から販売会社において支払いま

す。

　金融商品取引所等における取引の停止(個別銘柄の売買停止等を含みます。)、外国為替取引の停止、決済

機能の停止その他やむを得ない事情があるときは、一部解約の実行の請求の受付けを中止することおよび既

に受付けた一部解約の実行の請求の受け付けを取り消すことがあります。

　また、一部解約の実行の請求の受付けが中止された場合には、受益者は当該受付け中止以前に行なった当

日の一部解約の実行の請求を撤回できます。ただし、受益者がその一部解約の実行の請求を撤回しない場合

には、当該受付け中止を解除した後の最初の基準価額の計算日に一部解約の実行の請求を受付けたものとし

ます。

※販売会社は、振替機関の定める方法により、振替受益権の抹消に係る手続きを行なうものとします。振替

機関は、当該手続きが行なわれた後に、当該一部解約に係る受益権の口数と同口数の振替受益権を抹消す

るものとし、社振法の規定にしたがい振替機関等の口座に一部解約の実行の請求を行なった受益者に係る

当該口数の減少の記載または記録が行なわれます。

(b)受益権と信託財産に属する有価証券との交換

　受益者は、信託期間中に、自己に帰属する受益権につき、当該受益権と当該受益権の信託財産に対する持

分に相当する有価証券との交換を請求することができません。

(c)受益権の買取り(買取請求制)

　販売会社は、受益権を上場したすべての金融商品取引所において上場廃止になった場合で、信託終了日の

3営業日前までに受益者の請求があるときは、その受益権を買取ります。

　受益権の買取価額は、買取申込みを受付けた日の翌営業日の基準価額とします。

　販売会社は、受益権の買取りを行なうときは、基準価額に販売会社が独自に定める率を乗じて得た手数料

および当該手数料に係る消費税等に相当する金額を徴することができるものとします。

　販売会社は、金融商品取引所等における取引の停止(個別銘柄の売買停止等を含みます。)、外国為替取引

の停止、決済機能の停止その他やむを得ない事情があるときは、委託者と協議のうえ、受益権の買取りを中

止すること、および既に受付けた受益権の買取りを取り消すことがあります。

　また、受益権の買取りが停止された場合には、受益者は買取り停止以前に行なった当日の買取り請求を撤

回できます。ただし、受益者がその買取り請求を撤回しない場合には、当該受益権の買取価額は、買取り中
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止を解除した後の最初の基準価額の計算日に買取申込みを受け付けたものとして、当該日の基準価額としま

す。

　上記(a)、(b)及び(c)の詳細については下記の照会先までお問い合わせ下さい。

野村アセットマネジメント株式会社

サポートダイヤル　0120-753104 (フリーダイヤル)

　　＜受付時間＞　営業日の午前9時～午後5時

インターネットホームページ　http://www.nomura-am.co.jp/

 

 

３資産管理等の概要

（１）資産の評価

＜訂正前＞

＜基準価額の計算方法＞

　基準価額とは、純資産総額を計算日における受益権口数で除した金額をいいます。なお、ファンドに

おいては1口当りの価額で表示されます。

　純資産総額とは、資産総額から負債総額を控除した金額をいいます。

　資産総額とは、信託財産に属する資産を法令および一般社団法人投資信託協会規則に従って時価評価

して得た金額の合計額をいいます。

　ファンドの主な投資対象の評価方法は以下の通りです。

1.信託財産に属する有価証券の時価評価は、原則として、計算日(外国において取引されているも

のについては、原則として、計算日の前日となります。)における公表されている最終価格に基

づき算出した価格又はこれに準ずるものとして合理的な方法により算出した価格により評価す

るものとします。

2.外貨建資産の評価は、原則として、基準価額計算日の対顧客電信売買相場の仲値によって計算

します。

※外国で取引されているものについては、原則として、基準価額計算日の前日とします。

　ファンドの基準価額については下記の照会先までお問い合わせ下さい。

野村アセットマネジメント株式会社

サポートダイヤル　0120-753104 (フリーダイヤル)

　　＜受付時間＞　営業日の午前9時～午後5時

インターネットホームページ　http://www.nomura-am.co.jp/

＜追加信託金＞

(ⅰ)追加信託金は、追加信託を行なう日の前日の基準価額に100.30％の率を乗じて得た価額に当該追加

信託にかかる受益権の口数を乗じた額とします。

(ⅱ)追加信託金は、当該金額と元本に相当する金額との差額を追加信託差金として処理します。

＜受益権と一部解約金の計理処理＞

　信託の一部解約金は、当該金額と元本に相当する金額との差額を、解約差金として処理します。

 

＜訂正後＞
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＜基準価額の計算方法＞

　基準価額とは、純資産総額を計算日における受益権口数で除した金額をいいます。なお、ファンドに

おいては1口当りの価額で表示されます。

　純資産総額とは、資産総額から負債総額を控除した金額をいいます。

　資産総額とは、信託財産に属する資産を法令および一般社団法人投資信託協会規則に従って時価評価

して得た金額の合計額をいいます。

　ファンドの主な投資対象の評価方法は以下の通りです。

1.信託財産に属する有価証券の時価評価は、原則として、計算日(外国において取引されているも

のについては、原則として、計算日の前日となります。)における公表されている最終価格に基

づき算出した価格又はこれに準ずるものとして合理的な方法により算出した価格により評価す

るものとします。

2.外貨建資産の評価は、原則として、基準価額計算日の対顧客電信売買相場の仲値によって計算

します。

※外国で取引されているものについては、原則として、基準価額計算日の前日とします。

　ファンドの基準価額については下記の照会先までお問い合わせ下さい。

野村アセットマネジメント株式会社

サポートダイヤル　0120-753104 (フリーダイヤル)

　　＜受付時間＞　営業日の午前9時～午後5時

インターネットホームページ　http://www.nomura-am.co.jp/

＜追加信託金＞

(ⅰ)追加信託金は、追加信託を行なう日の前日の基準価額に100.15％の率を乗じて得た価額に当該追加

信託にかかる受益権の口数を乗じた額とします。

(ⅱ)追加信託金は、当該金額と元本に相当する金額との差額を追加信託差金として処理します。

＜受益権と一部解約金の計理処理＞

　信託の一部解約金は、当該金額と元本に相当する金額との差額を、解約差金として処理します。
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